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1.は じめ に
江沢民総書記 は,第14回中国共産党大会 冒頭におけ る活動報告の中で 「わ
れわれが確立 しようとしている社会主義市場経済はつぎの ようなものである」
として,「社会主義の国家 マクロ調整 ・統制下 で,市 場に資源配置 の基礎的役
割を演 じさせ,経 済活動を価値法則の要求に従わせ,需 給関係の変化に即応 さ
せ る。価格 とい う挺子 と競争 メカニズムの機能を通 じて,資 源を比較的効率の
よい部分に配置するとともに,企 業に圧力 と原動力を与え,優 勝劣敗を実現す
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る。各種の経済信号に対 して比較的敏感に反応す るとい う市場の特徴 を生か し
て,生 産 と需要 を適時に調和 させる ようにす る。同時に市場 自身に弱点や マイ
ナス面 もあ ることに鑑みて,経 済に対す る国家の マクロ ・コン トロールを強
化,改 善 しなけれぽな らない。」 と発言 している。 中国政府 は,所 有構造 それ
自体に対 しては,全 人民所有制お よび集団所有制のみな らず,私 有制 をも含め
た多 ウクラー ドの存在を公式 に容認 し,憲法上 において もその位置付けを変更
するに至 っている。 しか し,国 有企業改革,さ らにはその切 り札 としての株式
制 の導入に際 しての問題 の核心は,所 有制構造その ものにあ るのではな く,そ
の システムを運営 してい く上 での法的権利お よびその主体の明確な規定にある
のではないだろ うか。本稿では,こ の ような視点か ら,所 有権問題を中心 とし
て,株 式会社化 された国有企業の所有 と経営の分離 またそれに関連 して,現
行の国有資産管理 システムについて検討 したい。
2.社会主義体制と所有権問題
1990年代前半 の ソ連 ・東欧諸国の社会主義体制崩壊 か ら市場経済体制へ の
急進主義的移行後,社 会主義体制に対する概念規定は大 きく変容 しつつあ る。
その流れは,以 下に示す3つ に大別 され る1)。
まず第一の見解 としては,旧 ソ連 および東欧における ソ連型社会主義の崩壊
は,社 会主義その ものの歴史的崩壊 を意味す るものであ って,人 類社会の歴史
的な社会 システムとしての社会主義体制は,基 本的に存続 し得ない ものである
ことが歴史的事実 として確定 した とするものである。
次に,ソ 連型社会主義はスター リンによって歪 曲され変質 された社会主義制
度にほか ならぬ ものであって,マ ル クスや レーニンが構想 していた社会主義 と
は全 く異質の特徴 をもった社会主義 であるとし,ソ連型社会主義の崩壊 は決 し
て社会主義体制そのものの崩壊を意味す るものではな く,マ ル クスお よび レー
ニンの構想 した社会主義の理論 と体制は今なお有効性を持つ とする見解であ る。
最後 に第三の見解 として,ソ 連型社会主義の崩壊 は,非 社会主義的な社会形
態の崩壊 とその結果 としての資本主義体制へ の移行に他 な らない ものであ っ
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て,社 会主義体制その ものの可否 とは関わ りのないものであるとするものであ
る。
とりわけ,最 後 の見解に属する大谷氏は,ソ 連型社会主義を独特の国家資本
主義であ ると主張 し2),ミル トン ・フ リー ドマ ン氏は,世 界は どこの国も資本
主義であ って,資 本主義は誰が どの ように資本を所有 し,運 用す るかに よって
大 きく変わ って くるとした上で,旧 ソ連は国家 による資本主義であ った と主張
している3)。
そ もそ も,旧 来の社会主義経済論 においては,社 会主義体制下 における生産
手段の所有は,何 よ りもまずその国家的所有権 によって特徴付けられ るとされ
る4)。社会主義体制の成員は,確 かにそれぞれにおいて社会総生産手段 の所有
者 であるが,こ の総生産手段 の直接の所有者は,社 会主義国家であって個 々人
ではな く,ま た個 々人の単なる総和でもない。つ ま り,根本所有者 としての国
家 とい う対立的総括者を持 っていることが,根 本的には労働力の個別的所有者
である個 々の生産者を充用す る生産手段の個別的所有か ら排除す る結果 となる
のである5)。また,複 雑,多 様な社会的需要 を経常的に国家単独で充足す るこ
とは実質上不可能であるとい う事情か ら,生産単位の分化を余儀 な くされ る。
ここで国家は,部 分生産手段 を各生産単位 としての企業に分与するが,こ の各
生産単位 としての企業は,国 家か ら独立 した生産手段の所有主体 ではない。各
生産単位 としての企業は,国 家か ら分化す るに過 ぎないのであって,あ くまで
も国家 の部分であ り,分身である。中国における国有企業が,行 政性公司 と言
われる所以である6)。したが って,社 会主義体制下にあ っては,独 立採算企業
(社会主義企業)を 分与生産手段 の所有主体 として,す なわ ち国家か ら切 り離
して考察す ることはできないのである7)。さらに,社 会主義的所有の核心構造
は,
① 生産手段の国家に よる所有 ・生産手段お よび生産物の企業による占有
② 労働 力の私有の総体
か ら成 り立つ とされ,国 家は全人民的所有を代表 し,そ の権利を執行す るが故
に企業 の重要な経営意思決定を集中 して行 うのである8)。加えて,社 会主義国
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家は,政 治権力を所有す るのみな らず,全 生産手段 を所有 して経済過程を統制
し,全 人民 とい う究極の所有者の所有を名 目化す る。 この社会主義 における全
人民的所有 の名 目化は,国 家におけ る全人民の代表者である共産党 の支配 に よ
って生 じる とされ る。す なわち,共 産党は,こ の労働者階級の利益 を体現 し,
代理す ることに よ り,生 産手段 の全人民 に よる共同所有 を名 目化す るの であ
る。 したが って,全 人民を体現するものは党であって,全 人民その ものでは決
してない9)。生産手段の国家的所有 なしには,覚 す なわち国家に よる政治,経
済過程におけ る専一的支配な どあ り得ないのである。
以上に示 した社会主義体制下での所有権規定お よびその弊害は,中 国におけ
る国有企業に巣食 う病癖の核心部分そのものの ように思われ る。殊に,全 人民
的所有の名 目化および党の果たす役割,位 置付けは まさに中国の現状にも当て
はまるものであ る。
また,中 国民法におけ る所有権規定 自体 もほぼ上記 の規定を踏襲 したもの と
なってい る。現行の中国民法においては,資 本主義的所有権が私有制 を法律の
上に反映 した ものであるのに対 して,社 会主義的所有権は社会主義公有制を法
律上反映 した ものであるとして,国 家所有権 ・集団所有権 ・個人的所有権 とい
う3種 の形態の所有権が規定 され ている。 中華人民共和国成立後 の中国にお
いては,官 僚資本 ・外国資本 ・民族資本に対す る社会主義的改造が逐次実行 さ
れ,社 会主義的全人民所有制を樹立すると同時に,合 作化に より社会主義的集
団所有制を樹立 した10)。この社会主義的全人民所有制お よび社会主義的集 団
所有制の2種 の社会主義公有制 を法律上反映 した ものが国家所有権 であ り,
集団所有権 である。 さらに,一 定の範囲内でのみ公民 の個人的所有権が認 め ら
れている。 これ ら各所有権の具体的 内容は次の通 りであ る。
まず,国 家所有権 とは,国 家財産の占有,使 用,処 分の権能であ り,全人民
所有の財産た る国家財産 を,全 人民を代表す る国家が,統 一的に管理,支 配,
使用す る唯一 の主体 とな ることを可能 とす る法律上 の表現 である11)。また,
集団所有権 とは,勤 労大衆の集団経済組織が,自 己の財産 に対 し占有,使 用,
処分の権 限を有す るとい う集団所有制を法律に反映 した ものである。 この集団
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所有権は,国 家利益に よ り制約を受けるものの,国 家は所有権を行使 し得ず,
同所有権 の主体は集団経済組織が単一の主体 として所有す るものであ り,組織
構成員は単独では所有権 を行使 し得ないとされる12)。
以上 に示 した ように,国 有企業 におけ る所有権問題の明確化 を図 るこ とな
く,経営 自主権 の拡大等の改革政策を実施 した ところで,同 企業改革 にどれほ
どの効果が期待できるのか甚だ疑問である。 したがって,同 企業改革 におけ る
問題の核心が所有権問題にあることは明 らかである。
これ に対 して,中 国におけ る認識はど うであろ うか。 この点に関 しては,中
国国内の著名 な経済学者 も確実に認識 し,そ の見解を公 のものとしている。例
えば,馬 決氏13)は国有企業改革問題 について
「財産権関係が不 明確であ り,名義上の所有者は,所 有者の機能を行使 し得ず,
実際の所有者 お よび代表は,企 業 の外の政 治力 として企業を掌握す るだけであ
り,直接 の責任を負わない。企業の責任者は行政官であ り,そ の行動準則は,
効用お よび利潤 の最大化 の追求ではな く,上意下達の行政計画指令を完遂す る
ことである。」
とし,政府の経済調整権 と財産所有権を分離 し,財産所有権 と経営権 の分離を
主張 している14)。
また,林 子力氏は,本 来,社 会主義国ではタブーとされてきた所有制に関す
る概念規定に対 して,中 国におけ る経済学者は,新 理論お よび論点を提 出し,
国有財産権制度改革のための理論的準備を行 った とした上で,
「国有財産に対す る支配,使 用権 は,所 有権 に属 し,所 有権は行政権に属す る。
その中でカギとなるのは,国 有資産の投資が主 として各級政府部門,各 級官僚
によって決定 されているとい うことである。 しか し,これ らの投資主体 は,投
資 リス ク,成 功,失 敗 に対 していかなる経済的責任 も負わない し,負 うことが
できない。 この制度は,所 有権の代わ りに行政権を生み,所 有権の利益お よび
社会的物質資源の有効配分に関す る一連の メカニズム出現不可能性を もた らす
だけでな く,経 営に対す る行政権 の介入を生み,企 業が独立の主体 にな ること
を難 しくし,経 営の利益 に関す る一連のメカニズム生成の困難 をもた らしもす
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る。」
とし,
a.所 有権 と政府 の社会経済調整機能 との分離
b.所 有権 と工商業の行政管理 との分離
c.所 有権 と国家財政の分離
d.経 営 と所有権 の分離
を主 張 し,行 政権 と分離 した独立 の国有 資産 管理機構 の必要性 を説 いてい
る15)。
このよ うな流れの中か ら,社 会主義市場経済体制なるシステムが発想 され,
現代企業制度の確立 の主用な手段 としての株式制導入が本格化するのである。
したが って,同 体制下での政府に よる経済に対す る直接的管理か らマ クロ的間
接的管理への転換は,ミ クロレベルすなわ ち,経 営 レベルでの国有企業運営は
企業に一任するものの,そ こか ら得 られる利潤に関 しては,政 府が確実かつ合
法的に吸収することを 目的 とす る制度的転換 とい うことが言えるであろ う。 つ
ま り,一義的には政府財政収入安定化のために,企 業経営そのものに対す る直
接的関与 こそ排除されるものの,間 接的なが らその管理権は,な お政府が維持
することを意味 し,そ の内実は経済的安定化を後ろ盾 とす る中国共産党に よる
支配体制の維 持が,そ の最終 目的であることは否定で きないであろ う16)。そ
の政治的支配構造の大前提 としての社会主義体制 の堅持であ り,そ こには多分
に政治的要素が複雑 に絡んでいるものと思われる。
社会主義 国は,従 来,資 本主義体制がその市場経済に不可避 な経済循環過程
におけ る大 きな変動 および不安定を回避 し得 る点に,そ の優位性,正 当性を主
張 し続けてきた。 しか し,そ のシステム自体には,意 図的ではないに しろ,経
済活動における リス ク負担者 を不明確 なもの とし,そ の ことが結果 として肥大
化 した リス クを発生 させ るメカニズムを内包す る体制であった と言 える。 ソ連
お よび東欧の社会主義体制 の崩壊か ら市場経済体制への移行はその現実を示す
典型である。中国におけ るその半数が赤字企業であるとされ る国有企業の経営
不振 も,そ の根本原因 としてこれ らのメカニズムが作用 してい るもの と思われ
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る。さらに改革 ・開放政策実施以降の大規模投資を可能 に したの も,こ こにそ
の要因を見出す ことが可能であろ う。すなわち,同 企業 の進化過程 も,極 めて
大 きな リス クを社会 ない しは国家 レベルでプールすることに よって初めて可能
になるのである。繰 り返 しになるが,そ の メカニズムのカギを握 るのが所有
権,財 産権問題であることが容易に理解で きるであろ う。
ところで,渡 辺氏によれぽ,社 会主義市場経済体制においての社会主義 とは
極 めて政治的意味合いの強い ものであ って,社 会主義市場経済 とは,政 治制度
としての社会主義を堅持 し,そ の下における市場経済化を意味する ものに他な
らない と主張 され る17)。では,政 治制度 と しての社会主義 であれば,何 故,
公有制 に固執するのか。渡辺氏の説 くように政治的意味合いが極めて強いこと
は否定 できない。 しか し,経済的に完全に市場経済化す るのであれぽ,問 題は
それほ ど難 しい ものではな くなるのではないだろ うか。その問題が,社 会主義
体制堅持 と市場経済化 とい う相対立す る目的であるか らこそ,そ の解決が容易
ではないのであ る。今後,中 国が どのような対応を示すか予想は難 しいが,経
済制度 である と同時に政治制度を も包含す る社会主義体制の要素を完全に払拭
す るとは考えに くいのではないか。その意味では,今 後 も,真 に新 しい社会主
義体制の確立を模索 し続けるであろ うし,そ の対応が極めて注 目され るところ
である。 いずれにせ よ,国 有企業改革において,所 有 と経営の分離を求めるに
は,と りもなおさず所有権問題に対 しての理論的調整,改 変は必然である。 シ
ステムとしての国有持株会社が設立 された ところで,果 た して,そ の責任 の所
在が,同 持株会社に転嫁 され るものであろ うか。そ こに大 き く国家ない しは公
的機関が関与 していれぽ,結 局,最 終的には国家ひいては人民にそのつけが回
される結果 となることは明らかである。 また,そ うした背景の存在は,同 持株
会社に旧来の国有企業におけると同様の弊害を もた らす ことが予想 され,何 ら
根本的解決には至 らないのではないだろ うか。問題の核心が理論的,イ デオ ロ
ギー的側面に存在することが,そ の解決を難 しいもの としているが,シ ステム
設立が先行 している現状では,以 前に も増 して理論的バ ックアップと現実の シ
ステムとの乖離が,シ ステムの機能 自体に影響 し始める段階に達 しつつあると
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言 えるで あ ろ う。
3.国 有企業における所有と経営の分離
資本主義体制下での企業の所有は,当 該企業 の利害関係者間の諸権利分配問
題 として理解 し得 る。 しか し,中 国 にあ っては社会主義体制堅持 とい う大前提
の存在に よ り,生産手段が全人民所有制,す なわち国有であるとい う体制の根
幹に関わ る原理か らの基本的要請が存在す るため,市 場経済体制下の原理 ・原
則を単純に導入す ることは,現 実問題として不可能である。
また,国 有企業改革における所有 と経営の分離問題,い わゆ る 「両権分離」
問題 としての所有権,財 産権問題は,国 有企業改革の発展過程において常に意
識 されて きた。それに対 して改革の方向性が示 され,経 営 自主権の拡大 とい う
形でその解決が図 られてきたのであ る。 しか し,近 年その発展段階の進化,向
上に ともない,い よい よ核心的問題領域 の克服が意識 され るや,全 人民所有制
と経営 自主権の拡大お よび経営管理 システムの転換 との折 り合いを どこに求め
るべきか とい う極めて困難な選択が迫 られ る段階に到達 しつつある。そ もそ も
資本主義 国における株式会社の所有 と経営の分離は①大量の資金調達 の必要性
と②経営上必要 とされ る専門性の確保 とい う2つ の要請の下 に発展 して きた
とされ る18)。しか し,出 資者に よる企業への財産権関係に対す る直接的関与
は遮断 され てい る。 したが って,出 資者 としては,株 主 と しての権利を議決
権,代 表訴訟 とい う手段を通 した持分に応 じた権利行使は可能であるが,そ の
ことが企業財産 を直接支配す ることを意味す るわけではない。つ ま り,株主=
企業所有者か ら,企 業は誰 のものか とい う問題への解答を 自動的に根拠付け る
ものでは決 してな く,利害関係者間における企業経営に対 して行使 し得る権利
の最適 な配分 として理解すべ き性格 のものなのである。
これ までの中国における国有企業改革は,改 革 ・開放政策実施に ともな う市
場経済諸制度の導入に弾力的に対応するため,経 営の効率化を第一の 目的 とし
て,企 業に経営上の諸権利を委譲す ることに よ り 「両棲分離」を実現 しようと
試み られて きた過程 であ った と言 える19)。具体的には,1981年以降 「国管工
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「「長工作暫定規定(国 営工場工場長工作暫定規定)」「国営工並企Jk暫定条例
(国営工業企業暫定条例)」,1988年には 「全民所有制工 並企並法(全 民所有制
工業企業法)」,1992年には 「全民所有制工並企迎鐘菅机杓特操条例(全 民所
有制工業企業経営 システム転換条例)」等,企 業経営権の具体化 の努力が為 さ
れてきた。 これ らの過程を経て,国 有企業 自身に経営上のイ ンセ ンティブを提
供 し,そ れな りの企業経営の改善 ない しは企業実績 の向上が見 られた。 しか
し,いずれ の場合 も,経 営 自主権に関する具体的項 目が,企 業所有権 との微妙
な関係 の中で具体化,拡 大 されは した ものの,資 本の所有権関係に対す る改革
的措置は何 ら講 じられていない。つ ま り,国家所有権 に基づいた国有財産 と企
業経営権の画定 による企業財産の区分規定は,依 然 として暖昧なままなのであ
る。国有資産の流出問題,非 効率な国有企業管理問題,企 業の経営 自主権の制
約お よび行政に よる企業経営への過度の介入,経 理上の負担等の問題は,い ず
れ も以上に示 した法制上 の両棲分離が不完全であ り,なお欠陥を有す る点に大
きく依存 した ものであることは否めない。
また,続 く1993年12月の 「会社法」 の制定に よ り,法 制上 は上記の諸矛盾
の多 くが克服 され,そ の意味 では,そ の内容は画期的な ものとなっている。 し
か し,中 国共産党第15回大会における公式発表にあ っては,「…重要なことは
株式を以 って コン トロールす る権利が誰 の手中にあ るか とい うことである。」
と,言わば国家が当面,株 式の保有主体 として残存す ることを公式に表 明して
いるのであ る。 このことは,国 家保有株の一部が市場に放出 されてはいるもの
の,依 然 として高 い保有率が維持 されているように,株 主構成に具体化 され て
いる通 りである。 また,「会社法」第1章 総則,第4条 の規定において 「会社
にある国有資産は国家 の所有に属する」 と規定す ると同時に,「会社 の株主は,
出資者 としての会社 に対す る資本額 に基づ き,所 有者 としての資産か らの利
益,重 大な意思決定お よび管理者の選任 などの権利を有す る」 とし,法 人 とし
ての企業を権利義務の帰属点 として明確に規定する一方で,依 然 として資産所
有者 としての国家が,実 物形態 での資産 管理 を行 う余地を残 しているのであ
る20)。
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では,な ぜ中国政府が これほどまでに所有権,財 産権問題にこだわ るのか。
言 うまで もな く,企業における経営上の自主権拡大 は,同 時に全人民所有制 と
い う中国社会主義体制の大前提 に由来す る国家の支配権 を侵食す ることとな
り,同 自主権を全面的に委譲す るこ とには 自ず と限界が存在す るのである。 こ
こには,中 国におけ る市場経済 システム導入 と社会主義体制堅持 とい うス ロー
ガンとの一種の理論的ジ レンマが存在 し,それが現在の国有企業改革 問題の本
質 と直結 しているのである。つ ま り,「実質的な経営権 が国家に存在す るまま
資本が私的に保有 され ることで,全 人民所有制を維持す ることが果 た して可能
なのであろ うか。」はたまた,「実質的経営権お よび所有権 のいずれ をも国家が
保持する ことが必要なのであろ うか。」 とい った ような,極 めて難 しい選択 を
迫 る根本的問題が ここに存在 するのである。 いずれにせ よ,中 国政府 として
は,前 節 に示 した ように,企 業の物的財産 の所有,占 有,使 用,処 分を,生 産
手段 に関す る全人民所有制の条件 としているごとは確かであ る。 この こと自体
が,い わゆ る所有 と経営 の分離に ともなう所有権 と経営権の分離,す なわ ち,
企業 におけ る経 営財産 の帰属問題に大き く影響 している と考 え られ るのであ
る。
かつて社会主義革命成功当初 の時期においては,経 済 ・政治状況 ともに極め
て劣悪な状況か らの解放時期であったため,全 人民所有制 自体 の制度的欠陥が
意識 されることはなか った。 しか し,時代 の変遷 とともに,と りわけ改革 ・開
放政策実施以後,市 場経済制度の一部導入を きっかけ として,そ の根幹 に関わ
る制度的矛盾が露見す る結果 とな った。全人民所有制 とは,そ の名の通 り,す
べての資産 ・財産は全人民(国 民)の 所有であるとい う大前提のもとに成立 す
る制度 であ る。 しか し,そ の実態 は,個 々人 には実質的所有 権は何 ら存在 せ
ず,国 家がその所有権を行使することとな っている。 国家 とはそもそ も抽象 的
な存在であ り,その結果,所 有権の対称的権利 としての経営権 の所在 も暖昧 な
もの とな り,責任の所在 は不明確なものとならざるを得ない。 この点 こそ全人
民所有制の根本的欠陥であ り,それは同時に,国 有企業経営不振の根本的問題
だ と言えるのである。 また,こ の全人民所有制が中国社会主義体制の根幹 と し
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ての制度であることを考えれば,中 国における社会主義体制 自体,理 論的に矛
盾を抱えた,暖 昧 で脆弱な体制 とい う結論 が導かれて当然 と言え る。 しか し,
その点 は逆に,曖 昧であるが故 に理論 的柔軟性を具備 しているとも考 え られ
る。中国においては,社 会主義体制への市場経済 システム導入に際 しての様 々
な矛盾 を,そ の独特 の理論展開に よって克服 して きた。"社会主義市場経済体
制"な る理論 はその真骨頂 とも言 うべ きものであ る21)。いわぽ改革 ・開放政
策の歴史は,中 国共産党が この点を巧みに利用 して,そ の理論的矛盾の克服努
力を してきた歴史 と言 い換えることも可能なのではないだろ うか。社会主義市
場経済体制なる理論は未だ確立の域には達 していないものの,ま さにその歴史
が生み出 した成果の一 つ と言 えるのであ る。 しか し,そ の理論展開に当た っ
て,い よい よ克服 に難渋す る難問に正面か ら取 り組むべ き時期が到来 している
のであ る。繰 り返 しになるが,そ れ こそ"所 有権,財 産権,経 営権"の 分離 と
い う産権問題 なのである。
では,こ の所有権,財 産権問題 と株式制 との関係はど うであろ うか。言 うま
でもな く,株式会社化(公 司化)自 体によって企業に対す る所有権お よび経営
権の関係が根本的解決 を見 るわけでは決 してない。株式会社化は,根 本的解決
法ではないのである。株式会社化 による企業構造の変革に,所 有権,財 産権 お
よび経営権の明確化 とい う法的規定にバ ックア ップされた体制確立に よって初
めて所有 と経営の分離が可能 とな り,「政企分離」「党企分離」等の社会主義 国
が共通 して抱 える,弊 害の大 きい未分化事項の解決を図ることが可能 となるの
である。そのことによってのみ,現 在,苦 境に立た されてい る国有企業の市場
経済体制下での,真 に独立 した法人組織 としての自立が可能 となるのである。
したが って,所 有権,財 産権を明確化す ることによって初めて,国 有資産に対
す る国家に よるコン トロールの維持,強 化方法を改善 し得 るのである。 この こ
とは,国 有企業所有者 としての国家が,い かに適切な コーポ レー ト・ガバナ ン
ス機構 を設計,構 築 し,経営者に対する有効な監督機能を果た し得 るか とい う
問題へ と繋が ってい くのである。
また,委 託一代理問題については,そ れぞれ の主体が何であれ,経 営者 と所
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有者 とのイ ンセ ンティブの相違に基づいた矛盾は常に存在 し,経 営者に よる所
有者権益への侵害問題は決 して解消 し得 るものではない。西側資本主義国にお
いて も,コ ーポ レー ト・ガバナ ンス等の企業経営への監視体制の必要性が強調
される所以である。 したがって,問 題の核心は,あ くまで も委託行為の主体で
ある国有企業 の所有者 として,国 家が直接的 にその役 割を担 ってい る点にあ
る。 さらに,社 会主義体制 とい う視点か ら,理 論的には,国 有資産は全人民の
所有である とい う前提に基づいて,国 家お よび全人民 とい う極めて抽象的 で暖
昧な行為主体間において委 託一代理関係が存在 している と言える。つ ま り,国
家は,委 託者であると同時に代理者 でもあるのである。言 うな らば,全 人民 と
国有企業の仲介者 として国家が委託一代理行為 の仲立 ちを しているとい う構 図
である。 ここで最 も問題 となるのが,国 家 による企業への過度 の干渉である。
言 うまで もな く,所 有 と経営の分離が行われている企業にあ って も,所 有者は
当該企業 の経営に対 して,議 決権行使 とい う手段を通 して企業経営に関与 し得
る権利 の保有者であ って,そ の正当性は公 に認知 され 得る ものであ る。 しか
し,そ こに国家権力を背景 として,強 権的に企業経営に関与す る点 こそが,最
も深刻な問題 なのである。つま り,この国家に よる企業経営への過度の干渉 こ
そが,経 営責任の所在を暖昧 なものとし,リ ス ク負担者 を不 明確なもの とす る
元凶なのである。前節 においてふれた通 り,この ことが,リ スクを最終的には
社会お よび国家 レベルで プールす る結果 とな り,今 日の国有企業経営不振 の根
本的原因 となっているのである。具体的には,国 有企業において,占 有権 レベ
ルでの使用 および処分が認め られ るには,所 有権者たる国家に よって承認 され
ることが必要な システムとなっている。そのため,所 有権者お よび占有権者 の
関係において,常 に授権関係が必要 な状況 とな ってい るのである。 したが っ
て,現 状において企業の独立 した財産権,占 有権を議論すること自体に,実 質
的意味を見出す ことは不可能なのである。 また,国 家の企業における営業財産
に対す る直接支配が,機 動的経営を困難な もの とし,国家に よる企業経営への
介入の余地を大 き く残 した システム となっていると言え るのである。
改革 ・開放政策の実施に ともない,法 制面での市場経済導入の整備は着実な
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進展を見せ,い まだに多 くの問題点を抱えているとは言 え,そ の全体像がほぼ
明らかにな りつつある。 しか し,そ の内実は と言えば,法 整備の一方で,法 の
実効性が不充分であ り,「法があ って も守 られない」 とい う社会主義国全般に
見 られ る傾向が中国に も根強 く残存 しているように思われ る。 と りわけ,政 府
ない しは中国共産党を介 しての法を法 と解 しない,政 治最優先の行政的関与あ
るいは介入が,法 の実効性を大き く減殺 し,法 治国家化への脱皮を根本から阻
む元凶 とな っているのである。 この点 も理論的課題 と並行 して克服,是 正すべ
き最優先課題 と言え るであろ う。
以上 のよ うに市場経済化 の更なる発展のためには,国 家による所有権者 とし
ての役割を,社 会的,政 策的 レベルでの規制に求めるような転換が必要 となら
ざるを得ない。 しか し,そ のことに社会主義体制維持の根幹を揺 るがす可能性
を見出す指導者が,圧 倒的多数を占め るのが中国の現状の ように思われ る。 こ
こで一歩踏み込んだ改革 ・開放政策 の実施に踏み切 ることが果 た して可能か ど
うか,疑 問を持たざるを得 ない。今 こそ,改 革 ・開放政策の一つの大 きな節 目
であ り,今後の中国経済の趨勢を決定付け る極めて重要なターニング ・ポイン
トにさしかか ってい るのではないだろ うか。 国有企業経営におけるシステム上
の欠陥 および問題点は明 らかにされつつあるが,そ の代替 システムの構築は,
極めて難 しい課題 として中国における改革 ・開放政策の行 く手 を阻んでいるよ
うに思われる。
4.国 有資産管理制度と株式制
1993年11月の中国共産 党第14期中央委員会第3回 総会 において,国 家の所
有権 と企業の経営権の分離,い わゆ る 「両棲分離」を 目的 として,国 有資産の
管理 と運用の新体制構築に資す るための政策実施が初めて提起 された。具体的
には,「政府 の社会,経 済管理の職能 と国有資産所有者 の職能 を切 り離す原則
に基づ いて,国 有資産の管理 と経営の合理的形態 と方途を積極的に模索 しなけ
れぽな らない」22)としている。1980年代後半,企 業合併 ・企業集団等の国有企
業改革諸施策に対 して,国 有資産評価,国 有資産取引に対す る諸規定制定の必
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要か ら,国有資産管理制度の確立が,政策課題 として初めて認識 されるに至 り,
1988年に国務院の下 に国有資産管理局が設置 された。 さらに,1994年の会社
法の施行が国有資産管理制度改革に大きなはずみをつける結果 となった。具体
的な内容 として,ま ずその基本的形 態は,最 上層に国有資産管理委員会が組織
され,国 有資産所有者の職能を専門的に担当 し,そ の下に国有控股公司(国 有
持株会社)が 設立 され,国 有資産の運営の職能を行使 し,さ らに最下層 の基層
組織 として会社法に基づいて設立 された株式会社ない しは有限責任会社が存在
す る三層体制 とな ってい る23)。次に,そ の運営については,企 業 自体 の経 営
上の重要問題は,株 主総会に よ り決定され,重 事会(取 締役会)は 株主の利益
を代表 して意志決定権を行使 し,監 事会(監 査役会)は 持株会社の利益 を代表
して基層企業を全方位的に監督することとなる。 さらに,こ れらの職能分担の
下 で,持 株会社 とな り得るものには以下に示す ものがあ る。
①全国的業界総公司の改組
もとの総公司を国有持株会社(国 有控股公司)に 改組 し,新 たに設立 された
国有持株会社は,も との総公司傘下企業 の国有資産を統一的に管理,運 営す
る。
②上級主管部門の改組
もとの上級主管部門を国有持株会社化 し,傘下企業 の国有資産経営会社 に転
換す る。
③特定大型企業集団の改組
特定大型企業集団を構成す る全ての企業 の国有資産を統一的に管理 ・運営す
る権利を当該企業集団の中核企業 に授与 し,国 有企業の集団公司を国有持株
会社 に改組する。
④地方政府が設立 した国有資産経営会社 の設立
地方政府 におけ る国有資産管理委員会に よ り同地域 内の国有株式 に対す る統
一的管理 ・運営のために,新 たに国有資産経営会社を設立する。
⑤国家開発投資公司に よる持株会社化
1994年5月に国家を出資者 として国家資本金 を用 い,国 の大 ・中型建設 に
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株式保有の投資を行 う国家開発投資公司が設立 されたが,同 公司は実質的に
は国有持株会社 の職能を行使する。
以上 の流れの中で,深 切卜 北京 ・上海等の各都市では,市 の国有資産管理局
の下に先述 した種 々の形態 の,国 有資産を国家から委託 された形で経営す る機
構が設立 され ることとな った。上海市を事例に とると,同 市の国有資産経営持
株会社 の主た る職能 として以下の項 目が挙げられている24)。
①傘下企業の国有資産投資を回収する
②傘下企業への持株比率に よ り財産権代表を役員 として派遣する とともに,
派遣 した代表の業績 を考課 し,賞 罰を実行す る。
③国の産業政策に基づき,傘 下 国有資産 の再投資の意思決定を行 う。
④傘下企業国有資産の合併,競 売,株 式 への換算 と売却,破 産 ・清算 など,
財産権 の流動を決定す る。
ここで問題 となるのが,基 層企業の重事会の構成 にあ っては,中 国共産党委
員会の メンバ ーが50%以上 を占め,党 委員会 メンバ ーの中での経 営指導幹部
は3分 の1以 上 であ ることが求め られている点である25)。国有資産管理制度
下 にあ っても,中 国共産党が直接的にその運営に関与 し得 るシステムとな って
いるのである。
また,行 政 の業界主管部局を,同 業界全体を統括す る持株会社に改組すると
い う点に関 しては,先 の国有持株会社の多 くが元の行政主管部局を改組 した組
織 とな ってお り,旧来の行政 と企業の関係がその まま維持 し得 る余地を多分に
残 している。その象徴的な事例 として,基 層企業には,生 産経営権のみが付与
され,投 融資の意志決定権は上層の持株会社が掌握 している点が挙げられ る。
国有資産投資公司とい う機構 の存在は,国 有企業への株式制導入に際 して考
案 された中国独 自のシステムである。そ もそ も,株 式所有構造の多元化 と国有
経済の優位性 の維持における非整合性は,大 きなマイナス要因 として様 々な分
野に影響を及ぼ してきた。繰 り返 しになるが,中 国にあっては,国 家経済にお
け る国有部門の優位性は至上命題であって,市 場経済化が大 き く進展 してい く
過程の中で,国 有企業は社会主義体制を維持 してい く最後 の牙城 として位置付
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け られるべ きものである。 したが って,国 有経済の優位性 の維持は,株 式制導
入の最 も現実的な大前提なのである。
では この株式所有構造の多元化 と国有経済の優位性維持は,果 た して整合性
を持 ち得 るのであろ うか。理論的矛盾はないのであろ うか。 この点について
は,株 式所有構造 の多元化 と国有経済の優位性維持 との両立は単な る技術的 な
問題であって,必 ず しも矛盾す るものとは限 らないとす る議論が存在す る。具
体的には,① 政府持株 の比率を50%以上に維持す る ② 各株主 の持株比率 に
対 して数量的規制 を加える等の手段 によ りその両立は十分可能であ るとす るも
のであ る26)。果た してそ うであろ うか。確 かに,上 記 の技術的手段を講 じる
ことに よって,国 有経済の優位性を維持す ることは可能 であろ う。 しか し,国
有企業への株式制導入の重要な 目的の一つ としての 「政企分離」,さらには,
そのための近代的 コーポ レー ト・ガバナ ンス機構 の確立 に関 して,旧 態依然た
る状況を生み出す温床 として先のシステムが機能す る可能性が多分に残 って し
ま うのではないだろ うか。 また,健 全な株式市場を含めた証券市場の形成,発
展 とい う視点か らも,政府 に よる過 度の市場への干渉には大 きな問題 があ ると
言わざるを得ない。 また,多 種の株式の存在 に ともな う様 々な異種規定の存在
による市場分断の事実 も,ま た重要 な問題点 として無視す ることはで きない。
つま り,先 の「株式所有構造の多元化 と国有経済の優位性両立」とい う問題は,
単に技術的 な レベルの問題 に止 まらず,多 分にイデオ ロギー的な要素を含む,
極めて複雑 な問題であ って,短 絡的な発想では到底,克 服不可能 な問題だ と言
え よう。
ところで,株 式の最 も基本的な権利は 自益権 と共益権 であ って,そ れぞれの
主 な内容は利益請求権 と議決権 とな ってい る27)。ここで中国の場合,利 益請
求権 の主体 として,① 国務院に属す る国有資産管理部 ②国家財政部 に属す る
国有資産管理局 ③全国人民代表大会に属する全人代資産管理委員会が存在 し
てお り,政府持株 の利益請 求権を政府官庁が行使す るとい う構造 自体に大 きな
変革は加え られていないのが現状である。先に挙げた種 々の国有持株会社につ
いて も,そ の前身の多 くが行政機関であ り,旧機関 としての行政官庁 の影響カ
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が完全に断ち切れる保証は全 くな く,期待 されるほ どの効果があげ られ るか ど
うか疑問の残 る ところであ る。実際,地 方 によっては,持 株会社 と旧主管部門
とが併存 し,企 業経営へ依然 として干渉 している事例があるとされ る28)。
以上の ように,行 政権 と財産権 の完全分離をその中心的 目的 として設立 され
た国有持株会社は,い まだにその期待 された当初の機能を果 た し得ないまま,
時間を経ているのが現状の ようである。繰 り返 しになるが,そ の根本原因は,
システ ムの構築が先行 し,そ の理論的バ ックグラウン ドとしての所有権,財 産
権問題 の整備,明 確化 が不十分であることにつ きるもの と思われる。 システム
の構築 と連動 した形での明確な理論的規定 の設定が,早 急に望 まれ るところで
あ る。
5.ま と め
以上,所 有権,財 産権問題に対 して新たな道を切 り開き,具 体的な施策を講
じることな く,全 人民所有制 とい う名 目化 した所有制を,公 有制の名の下に社
会主義市場経済体制の根幹 として維持 し続け,そ の実質的所有主体 としての国
家が企業経営への直接的関与の余地を残 したまま,さ らには,国 有企業支配の
主体 として,そ の母体 に行政機関を残存す る形で設立 された国有持株会社が,
国有資産管理 システムの中心的機構 として存在す ることで,果 た して同機構 に
求められていた当初 の機能を果 た し得 るのだろ うか。言 うまで もな く,所 有
権,財 産権問題 の解決な しには,株 式制の健全な発展,定 着 も決 して望め るも
のでは ない。そ うなれぽ,国 有企業改革の切 り札 と して登場 した株式制に求め
られていた本来 の機能を も果た し得ず,そ の時点で改革 ・開放政策 は頓挫す る
に違いない。逆にその発展に若干の陰 りが見え始めた中国経済にあ って,所 有
権問題に新たな展開を経 て,具 体的施策が講 じられることになれぽ,そ の成否
は ともか く,改 革 ・開放 に新たな道が拓かれ,社 会主義 システムそのものに新
たな歴史を刻む画期的な歴史的事実 となることであろ う。
では,現 実問題 として,果 た して社会主義中国での株式制は,今 後,更 なる
発展,確 立が可能であろ うか。旧来の社会主義経済論に基づけば,社 会主義体
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制堅持のスローガ ンの下に現在 の中国が推 し進めている改革 ・開放政策は,理
論的対立点を多分に包含 し,明 らかに社会主義理論 との間に矛盾を内包 してい
ると言える。 しか しなが ら,社 会主義経済論 自体が,旧 ソ連 ・東欧 の崩壊か ら
市場経済への移行を果たそ うとしている現在,多 岐にわたる解釈 ・理論展開が
為 され,そ の学説 自体が極めて流動的で,定 説化か らは程遠い状態 にあ る。そ
の意味では,中 国におけ る改革 ・開放政策に よって進められている社会主義体
制の新たな展開に向けての世紀の大実験は,旧 来 の偏狭 な視点に固執す ること
な く,よ り柔軟な対応,よ り広い視野での模索が可能である。
また,改 革 ・開放政策の実施以来,順 調な経済発展を遂げ,市 場経済 システ
ムの導入 も着実に進展 して きた中で,中 国の民衆がその恩恵を確実に享受 して
きた点を考慮すれば,中 国政府,す なわち中国共産党が,政 治を経済 に優先 さ
せ る政策は,必 ずや民衆の反発を買 う結果 とな り,政治力の更なる弱化へ と繋
がる可能性を有 し,イ デオ ロギー重視の旧制度への逆戻 りの可能性は現実的で
はないか もしれない。
続いて,か つて社会主義国で所有制問題に言及す ることはタブーとされ,そ
れゆ え所 有制 に関す る概 念規定はほ とん ど為 されていなか ったに もかかわ ら
ず,中 国において,国 有企業改革における問題 の所在が,所 有権,財 産権問題
にあることが公 の場で議論 され,認 識 された ことは極 めて意義深 い ことであ
る。その ような中,国 家株お よび法人株の一部市場放出が発表 された ことに見
られるよ うに,経 済 の自由化に向け,所 有権,財 産権問題について政府に よる
具体的動 きが漸 く開始 されつつある。 しか しその一方で,法 輪功問題 に見 られ
るよ うに,西 側先進諸国では到底認め られない政治的強権力発動が現在 も健在
である。
さらに,国 有企業改革におけ る株式会社化については,同 株式会社 におげる
システム自体,法 的にもあ る程度の整備が行われ,そ れな りの体制を確立 しつ
つある。にもかかわ らず,そ の法制度 自体に社会主義体制特有の規定が存在す
るのみな らず,実 務 とい う点に関 しては,極 めてルーズな側面および市場経済
体制下でのモラルの欠如 とい う側面を露呈 してい るように思われる。 この点に
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関 しては,同 市場経済体制に対す る経験 のなさが多分 に影響 しているものと思
われ るが,つ まるところ,器 はある程度,形 作 られたものの,そ の運営にはい
まだ実体が ともなっていない とい うことであろ う。
最後に,所 有権,財 産権問題については,問 題 の本質が社会主義体制の根幹
に関わ るものであ り,極めてイデオ ロギー的な色彩の強い問題であって,政 治
的に微妙 な問題を内包 しているが故に,依 然 として国家による直接的関与を可
能ならしめ る規定 に終始 してい るのが現状である。 したが って,中 国共産党の
一党独裁が継続す る限 り,社 会主義体制の堅持は,国 政,経 済の大前提 として
今後 も標榜 され続け るものと思われ る。中国共産党が50年余 りの歳月を費 や
して確立 した一党独裁体制は,そ れほど脆弱なものとは到底考 えられ ないので
あ る。その意味では,経 済 の根幹部分への政府に よる関与,管 理は今後 も確実
に存続す るもの と思われ,完 全 な市場経済化 は決 してあ り得 ないのではない
か。中国における株式制 の発展,確 立に関す る動 向を楽観視す ることはできな
いであろ う。
以上 のよ うに,1978年末か ら開始 された改革 ・開放政策 は,社 会主義体制
の本質に関わる問題の解決な しには,更 なる発展,展 開を期待 し得ない段階に
までその改革 の対象を レベルア ップさせてきた。その意味で,改 革 ・開放政策
は,大 きな節 目にさしかか ってお り,今 こそ,中 国経済の真の意味での正念場
と言える。国有企業改革の実現期限が先延ば しに されたの も,そ の解決すべ き
問題が,社 会主義体制の コアの部分に関わ る微妙 な問題であ り,その対応策は
一朝一夕に講 じ得 るほ ど単純ではないため,そ の時間的猶予を独 自に設定 した
と見るのが妥 当では ないだろ うか。 中国のWTOへ の加盟 もほぼ決定 し,そ
の本格 的な国際市場経 済社会へ の参入を余儀 な くさせ る環境はほぼ整備 され
た。WTOへ の加盟 自体,広 範 な産業分野におけ る対外的諸力に よる中国国内
事業お よび企業の非政 治化にあ るとす る見解 も存在す るが29),その こと自体
が,先 の問題を政府の意図 とは異 なる方向へ と導 く可能性 も否定 できない。今
後,中 国が市場経済の本格的洗礼を受ける時が確実に訪れるわけであ り,新た
な社会主義体制確立に向けての産みの苦 しみは,今 後 もなお相当長期に亘 り継
一177一
続す ることであろ う。
しか し,先 の種 々の問題をいかな る手段 ・方法 で克服,解 決 して い くのか
が,今 後 の国有企業改革の趨勢を決す ることとな り,延いては中国の市場経済
化の今後,さ らには,中 国経済 とい う枠を超 えた中国 とい う国家 自体 の存亡,
行 く末をある程度決定付け ることとなるもの と思われ る。 これ までの改革 ・開
放政策にあっては,先 の争点について直接的問題解決は回避 され続けてきた。
しか し,こ れ以上,先 の社会主義体制の コアに関わ る問題を先延ば しにす るこ
とは,到 底,不 可能な段階に着実に近づいている。社会主義体制堅持 と市場経
済化 の折 り合いを どこに求めてい くのか。新たな実験は,ま だ まだその緒につ
いたぽか りであるが,解 決,克 服すべき課題は,極 めて難 しい ものであ り,現
状を見 る限 りその実現は,極 めて厳 しい もの と思われ るが,社 会主義体制に対
す る新たな理論展開を通 じて,社 会主義市場経済体制なる新 しい社会主義への
道を模索 し続け る中国の今後 の動静について引 き続 き注 目していきたい。
なお,本 稿の内容,と りわけ所有権 ・財産権 ・経営権問題 に関 して,中 国国
内における議論の概況及び同議論 の推移,ま た我国におけ る評価,さ らにはそ
れ らの主要な論点等については,十 分な検討が為 されているとは言い難い。 こ
れ らの点については,今 後の課題 とし,引 き続 き研究 してい くこととしたい。
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